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10 会計 01

01 款 01

項 01

目 01

A

【事業名称】

　「安来市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」に基づく報酬及び期末手当を支給し、

「地方公務員等共済組合法」に基づく共済費を負担する。

　　● 議員報酬　　86,496,434 円 　　 

4月～12月　21人分 （12月24日議員1人辞職）

1月～ 3月  20人分

　　● 議員手当等　　30,149,000 円

 6月期末　　報酬月額 × 支給率 1.45 × 加算率 1.4 × 21人

12月期末    報酬月額 × 支給率 1.5 × 加算率 1.4 × 21人

※6月の支給率は1.45、12月の支給率は1.5

　　● 議員共済会負担金　　45,512,040 円

　　事務負担金　13,000円×21人＝273,000円　（人数はH26.4.1現在の議員定数）

　　　 　　共済負担金　標準報酬月額340,000円×52.8/100×12月×21人　

(人数はH26.4.1現在の議員数）

決算事項別明細書 P81

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 議会事務局

国・県支出金 0 円

事業進捗度 － 議会費

予 算 額 162,159,000 円
目
的

議決機関の適正な運営を図るとともに、議
員及びその遺族の生活の安定に資する。

決 算 額 162,157,474 円

財
源
内
訳

0 円

成果
指標

一 般 財 源 162,157,474 円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 議員報酬及び手当等 議会費

事業開始年度 平成26年度 議会費

人件費コスト  B 0.1人役 771,300 円 総事業費　　A+B 162,928,774 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

地　方　債
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10 会計 01

16 款 01

項 01

目 01

A

【事業名称】

　● 会議録等調製事業　　2,498,148 円

　 地方自治法123条第1項及び安来市議会会議規則に基づき、会議録を作成保存することによって、

　　議会の内容を「公文書」として正確に残し、会議経過を知るための書類とする。市民、その他の者

　　の閲覧（公開）に供するとともに、ホームページにも掲載。

　　

　● 議会広報活動事業　　3,140,100 円

議会だよりを全世帯に配布。（年４回）

各定例会の一般質問等をケーブルテレビで生中継及び録画放送を行った。

 6,9,12月定例会　市長所信表明（録画のみ）、一般質問

 3月定例会　市長施政方針（録画のみ）、会派代表質問、一般質問

　●　議会運営事務等　　9,472,781 円

　● 政務活動費助成事業　　2,464,019 円

地方自治法第100条第14項から第16項まで及び安来市議会政務活動費の交付に関する条例

　　及び規則の規定に基づき、安来市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として

　　政務活動費を交付。

 交付総額 2,490,000 円

 精算による戻入額 25,981 円

 決算額 = 交付総額 - 戻入額

 = 2,464,019 円

決算事項別明細書 P81

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 議会事務局

事業進捗度 － 議会費

予 算 額 19,681,000 円
目
的

本会議審議・委員会審査等を通し、「自立と共
助のまちづくり」へ向けた市政の運営と、議員
の調査・研究活動や議長会等関係団体における
諸活動により、本市の発展と市民福祉の向上を
図る。

決 算 額 17,575,048 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 議会費 議会費

事業開始年度 平成26年度 議会費

人件費コスト  B 3.9人役 30,080,700 円 総事業費　　A+B 47,655,748 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 17,575,048 円

－244－



50

10 会計 01

20 款 02

項 01

目 01

A

　（旅費）

　（交際費、負担金等）

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 秘書課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 秘書課一般管理費

決算事項別明細書 P83

予 算 額 10,917,000 円
目
的

市長等が職務に専念できる環境を整えると
ともに、他の都市等との連携を図り、市政
運営を円滑にする。決 算 額 10,359,256 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

10,359,256 円

人件費コスト  B 2.9人役 22,367,700 円 総事業費　　A+B 32,726,956 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

【全国市長会、島根県市長会等への負担により、関係自治体・機関の連絡調整、各種情報収集】

【全国市長会各種会議、東京・近畿安来会への出席、姉妹都市大韓民国密陽市への訪問など】

5,070,396円 0円 0円 0円 5,070,396円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

5,288,860円 0円 0円 0円 5,288,860円

東京安来会（市長市勢説明）
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21 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

嘱託職員3人体制で総合案内、電話の取次ぎ業務を行った。

受付件数

【郵送業務】

効果的な郵便物の管理に努め、郵便割引制度を活用することで経費の削減に努めた。

【顧問弁護士業務】

顧問弁護士委託料及び弁護士報酬

【通信管理業務】

TV等受信料など

【その他】

消耗品、固定資産評価審査委員報酬など

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 総務課一般管理費

決算事項別明細書 P83

予 算 額 25,927,000 円
目
的

庁舎内の管理業務の効率的な運営を行う。

決 算 額 25,315,017 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

24,288,641 円

人件費コスト  B 2.1人役 16,197,300 円 総事業費　　A+B 41,512,317 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 1,026,376 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

【総合案内業務】 5,653,200円 0円 0円 24,360円 5,628,840円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

年計 1日平均 年計 1日平均

13,538 55 12,930 53

総合案内 電話受付

326,484円 0円 0円 0円 326,484円

17,245,052円 0円 0円 1,002,016円 16,243,036円

1,863,000円 0円 0円 0円 1,863,000円

227,281円 0円 0円 0円 227,281円

－246－



50

10 会計 01

22 款 02

項 01

目 01

A

島根県市町村互助会負担金、島根県市町村総合事務組合負担金及び旅費

・島根県市町村職員互助会負担金 円

・島根県市町村総合事務組合負担金　 円

経常負担金（均等割10%　人口割90%）

・旅費　 円

各部に係る旅費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 人事課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 人事課一般管理費

決算事項別明細書 P83

予 算 額 4,644,000 円
目
的

島根県市町村互助会負担金及び島根県市町
村総合事務組合負担金

決 算 額 4,564,492 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

4,564,492 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,627,800 円 総事業費　　A+B 9,192,292 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

2,736,629

【事業内容】

1,454,993

372,870
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25 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

職員の資質向上、スキルアップのため各種研修を実施した。

・日本経営協会（ＮＯＭＡ） 受講者 14 人

受講者 1 人

受講者 2 人

・島根県自治研修所 受講者 78 人

・職員研修（内部） 受講者 524 人

・その他専門研修 受講者 45 人

職員に対する適正な給与の支払い、人員配置、健康診断など福利厚生事業を実施した。

・嘱託職員報酬等 (産業医除く報酬、社保） 円

・育休代替臨時雇賃金等 (賃金、社保） 円

・職員採用試験 円

・職員健康診断等 円

・その他（職員互助会負担金、地方公務員災害補償基金負担金等） 円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 職員管理費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 人事課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 55,867,354 円

事業進捗度 － 一般管理費

予 算 額 62,865,000 円
目
的

職員の育成と資質の向上を図り、業務遂行
能力を高める。
職員の健康管理及び職場の環境改善等安全
衛生に推進を図る。

決 算 額 60,699,919 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 5.6人役 43,192,800 円 総事業費　　A+B 103,892,719 円

そ　の　他 4,832,565 円 目標値 実績値 差引

【職員研修】 6,337,886円 0円 0円 2,436,000円 3,901,886円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

・国際文化研修所

【人事給与・福利厚生】 54,362,033円 0円 0円 2,396,565円

・市町村アカデミー

51,965,468円

26,862,325

9,554,856

397,894

6,666,383

10,880,575
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10 会計 01

28 款 02

項 01

目 15

A

基金

 平成26年10月4日（土）に市民会館で開催した。来場者は招待者339人を含め約500人。

　　○第1部 ・自治振興功労者表彰

個人47人、6団体・法人

・名誉市民顕彰

5人（米原雲海、伊達源一郎、初代渡部お糸、河井寛次郎、桜内義雄）

・市民憲章制定

・非核平和都市宣言

・市の歌の制定・披露

制定： 市の歌「愛(いと)し ふるさと 安来」

作詞・作曲：ＨＡＮＺＯさん、田部由美子さん

披露： ＨＡＮＺＯさん、田部由美子さん、安来市立第一中学校生徒

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 新安来市発足１０周年記念事業費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P97

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 1,006,536 円

事業進捗度 － 新安来市発足１０周年

予 算 額 9,574,000 円
目
的

安来市の更なる飛躍と、住民が協働する住
みよい活力あるまちづくりの推進を願い、
新安来市発足１０周年記念式典を挙行す
る。

決 算 額 9,506,536 円

財
源
内
訳

【安来市民憲章】
　わたしたちは、豊かな自然と先人が育んできた歴史・文化や産業に恵まれた安来の市民です。
この地に生きることに喜びと誇りをもち、世代を超えた鋼（ハガネ）のようなつながりで心やすらぐま
ちをつくるため、この憲章を定めます。
　一　美しい四季の風景と豊かな自然を守り　未来につなげます
　一　歴史と伝統を守り　新たな文化の創造やものづくりにはげみます
　一　健康に心がけ夢と希望をもち　心豊かに暮らします
　一　感謝と思いやりの心をもち　あいさつをとおして人とのつながりを大切にします
　一　進んで学び行動し　誇れる安来をつくります

【安来市非核平和都市宣言】
　世界の恒久平和は、人類共通の願いである。
　我々は、世界で唯一の戦争被爆国として、核兵器の恐ろしさ、戦争の悲惨さ、平和の尊さを後世に伝
えていかなければならない。
　安来市は、新安来市発足１０年の節目を契機に、核兵器と戦争の根絶を願うとともに、世界平和の実
現を願う関係団体と連携を図りながら、平和活動への参画と平和意識の啓発に努めていくことを決意
し、ここに非核平和都市であることを宣言する。

人件費コスト  B 0.6人役 4,242,150 円 総事業費　　A+B 13,748,686 円

そ　の　他 8,500,000 円 目標値 実績値 差引

【新安来市発足１０周年記念式典】 6,176,860円 0円 0円 6,176,860円 0円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

－249－



　　○第2部 ・記念講演

　　　演題　「世界からのメッセージ ～平和と命の大切さ～ 」

　　　講師　渡部陽一氏（戦場カメラマン）

　非核平和都市宣言に伴い、市民の平和意識の高揚を図るため和鋼博物館1階で開催した。

タイトル：戦場カメラマン渡部陽一写真展「戦場からのメッセージ」

開催期日：平成26年9月20日～10月5日（16日間）

　（10月4日　渡部陽一さん本人によるギャラリートーク、サイン会）

来場者数：1,214人

　アンケート応募者数：345人

　制定日：平成27年4月1日

【市の木追加選定】 162,856円 0円 0円 0円 162,856円

【平和祈念写真展】 3,166,820円 0円 0円 2,323,140円 843,680円

　新安来市発足１０周年を機に、市の木として「もみじ」を追加選定した。

　選定方法：前回の選定時の候補のうち竹を除いたもみじ、杉、松、ひのき、いちょうの5つと市の花である桜、
　　　　　　その他の木について市民にアンケートをとり、その結果に基づいて決定した。
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30 款 02

項 01

目 02

A

基金

広報紙作成・印刷製本、安来市ふるさとメール配信、新聞・テレビ・ラジオ広告、研修会参加など

安来市広報紙やすぎ（表紙、裏表紙）

【新安来市発足１０周年記念事業】

１０周年記念事業関連の事業（フォトコンテスト、記念式典、王将戦など）に係る広告、印刷製本、

消耗品など

やすぎ大好き！フォトコンテスト

1,549,439円 549,439円

事業進捗度 － 文書広報費

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 広報広聴費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 秘書課

そ　の　他 1,000,000 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 11,263,632 円

予 算 額 13,113,000 円
目
的

市民に対し市政の方針・施策内容・各種事
業を説明し、市政の円滑な運営を図る。あ
わせて、市の魅力を広域的にＰＲする。決 算 額 12,263,632 円

財
源
内
訳

0円 0円 0円 10,714,193円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B 2.4人役 18,511,200 円 総事業費　　A+B 30,774,832 円

【広報広聴事業】 10,714,193円

1,000,000円0円 0円
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31 款 02

項 01

目 02

A

諸収入

全職員が、例規・法令に基づく適切な事務を執行できるよう、例規閲覧・検索システムの定期的更新、

法令改廃情報の提供、例規改廃の審査及び進行管理を行った。

・例規執務サポートシステム使用料

・例規執務サポートシステムデータ更新委託料

・法制執務支援業務委託料　　　　　

文書管理のルールに基づく公文書の年度処理を行った。

消耗品、書籍加除、追録など

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 文書管理費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 5,242,908 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 5,304,000 円
目
的

適切な法制執務の執行と市例規の公開を行
う。また、効率的な公文書の管理を行う。

決 算 額 5,264,908 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 1.7人役 12,803,580 円 総事業費　　A+B 18,068,488 円

そ　の　他 22,000 円 目標値 実績値 差引

【法制執務】 4,631,040円 0円 0円 0円 4,631,040円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

・文書廃棄手数料

【その他】 399,261円 0円 0円 22,000円

【文書管理】 234,607円 0円 0円 0円 234,607円

377,261円

－252－



50

10 会計 01

32 款 02

項 01

目 02

A

諸収入

安来市情報公開条例及び安来市個人情報保護条例に基づき、適切に事務処理を行った。

・安来市情報公開審査会及び個人情報保護審査会の開催

・委員5人

・開催回数　2回

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 情報公開費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 100,716 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 215,000 円
目
的

一層開かれた市政を実現するために情報公
開制度と個人情報保護制度の適正な取扱い
を行う。決 算 額 104,920 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 0.2人役 1,542,600 円 総事業費　　A+B 1,647,520 円

そ　の　他 4,204 円 目標値 実績値 差引

【事業内容】
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10 会計 01

36 款 02

項 01

目 03

A

当初予算や補正予算の編成事務、及び予算書、説明書、概要書の作成等を行った。

地方財政状況調査（決算統計）に関する事務、主要施策の成果説明書を作成した。

また、予算編成・行財政運営の研修会等に参加することにより、業務遂行能力の育成を図った。

普通交付税及び特別交付税の基礎数値の調査・集計・算定・分析業務

●平成26年度収入額 普通交付税　　　 8,194,851千円

特別交付税 1,135,205千円

市債の協議、借入、起債管理、償還業務などを行った。

●平成26年度市債発行額 4,169,300千円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 財政管理費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 財政課

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 11,388,295 円

事業進捗度 － 財政管理費

予 算 額 12,014,000 円
目
的

継続的な情報収集を行いつつ、中長期的な
視点に立った中期財政見通しを策し、これ
を予算編成及び管理に反映させ効果的な財
政運営に努める。

決 算 額 11,388,295 円

財
源
内
訳

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B 4.2人役 32,394,600 円 総事業費　　A+B 43,782,895 円

【予算編成及び決算業務】 2,382,088円 0円 0円 0円 2,382,088円

【行財政計画等に関すること】 61,100円 0円 0円 0円 61,100円

【市債に関すること】 231,353円 0円 0円 0円 231,353円

【地方交付税に関すること】 77,400円 0円 0円 0円 77,400円

固定資産台帳の整備、公共施設カルテの作成、及び公共施設等総合管理計画策定のための研修参加等を行っ
た。

第２次行政改革大綱の進捗管理及び第３次行政改革大綱の策定へ向けた審議会の開催、事務事業評価の実
施、補助金等適正化評価委員会による補助金の見直し等を行った。

【公共施設マネジメントに関すること】 8,261,510円 0円 0円 0円 8,261,510円

中長期財政見通し、公債費負担適正化計画、地方公共団体財政健全化法施行にともなう業務、公会計改革
（財務４表作成）に係る業務、財政数値の分析等を行った。

【行財政改革に関すること】 374,844円 0円 0円 0円 374,844円
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10 会計 01

40 款 02

項 01

目 04

A

【事業内容】

　現金の出納及び保管、有価証券の出納及び保管、一時借入金・歳計外現金の運用を適正に行った。

・旅費 円 研修会参加旅費

・需用費 円 決算書印刷、消耗品等

・役務費 円 ファームバンキング通信料、指定金融機関事務手数料

公金総合保険料等

・委託料 円 ＪＡ統合に係る財務ステム改修委託料

・使用料及び賃借料 円 公共料金明細サービス使用料等

・負担金補助及び交付金 円 研修会参加負担金

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 会計課

事業進捗度 － 会計管理費

予 算 額 1,692,000 円
目
的

公金の安全な管理および収納・支払いの会
計事務を適正に行う。

決 算 額 1,665,033 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 会計管理費 総務費

事業開始年度 平成２６年度 総務管理費

人件費コスト  B 4.5人役 34,708,500 円 総事業費　　A+B 36,373,533 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 1,665,033 円

33,040

559,905

170,185

648,000

222,583

31,320
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10 会計 01

44 款 02

項 01

目 05

A

諸収入外

【事業内容】

　　　物品、市有物件、庁舎の一元的管理に関する業務及び適正な入札契約事務を行った。

　　　また、資産の有効活用により土地売払いの促進を行った。

　　　●嘱託、臨時職員等の雇用による庁舎、市有地等の管理　　　　　　　　 15,239,753円

　　　●安来庁舎等及び物品の管理                                         40,404,006円

　　　　・安来庁舎維持運営                 35,595,176円

　　　　・各庁舎施設及び設備維持管理費      1,421,780円

　　　　・各庁舎、備品等修繕費              1,327,650円

　　　　・庁用器具等管理料　　              1,015,688円

　　　　・庁用器具費                        　292,896円

　　　　・庁用器具借上げ                      750,816円

　　　●市有地及び市有物件の管理                                         15,008,492円

　　　　・市有財産の維持修繕                　493,560円

　　　　・建物総合損害共済基金分担金        4,568,656円

　　　　・市民総合賠償補償保険                544,614円

　　　　・公有敷地の借上げ                  7,708,588円

　　　　・登記情報提供業務利用                119,627円

　　　　・不動産鑑定                          379,080円

　　　　・測量委託料　　　　        　 　　 　398,731円

　　　　・財産管理委託料　　　　        　 　 299,916円

　　　　・図面作成業務委託料　　　　       　 495,720円

　　　●工事実績、設計業務実績等の情報システムの利用経費                     54,000円

　　　　・工事実績情報システム使用料

　　　　・測量調査設計業務実績情報サービス使用料

　　　　・公共建築設計情報システム使用料

P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業

決算事項別明細書

予 算 額 72,992,000 円
目
的

快適な庁舎利用の提供。備品、公有財産の
管理を一元化することにより事務の効率
化、適正化を図る。並びに入札契約事務に
係る情報管理。

決 算 額 70,706,251 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

財産管理費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 財産管理費

62,941,817 円

人件費コスト  B 4.7人役 36,251,100 円 総事業費　　A+B 106,957,351 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 7,764,434 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源
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10 会計 01

45 款 02

項 01

目 07

A

諸収入

　報酬・共済費・賃金・旅費・交際費・需用費・役務費・委託料・使用料及び賃借料・材料費・負担金

　委託先　安来市社会福祉協議会

幸盛祭（10周年記念事業）

　　交付件数　　17件

鹿介ウォーク事業（広瀬） 伝統行事花田植えの伝承と交流事業（比田）

【大河ドラマ山中鹿介放映実現推進事業負担金】 500,000円 0円 0円 0円 500,000円

利用者数（広瀬町名誉町民顕彰館を利用している人数） 700 567 △ 133

【広瀬町民会館管理】 4,597,960円 0円 0円 504,879円 4,093,081円

敷地借上料外　1,001,560円

【中山間地域元気いきいき補助金】 2,718,000円 0円 2,500,000円 0円 218,000円

工事請負費　　3,596,400円

成果指標 目標値 実績値 差引

利用者数（広瀬町民会館を利用している人数） 3,600 2,167 △ 1,433

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域センター費（広瀬） 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 広瀬地域センター

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 2,500,000 円

成果
指標

一 般 財 源 20,613,084 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 25,308,000 円
目
的

広瀬庁舎・広瀬町民会館・名誉町民顕彰館
の施設管理を行う。
広瀬地域の地域振興に係る事業を行う。決 算 額 23,617,963 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 6.0人役 46,278,000 円 総事業費　　A+B 69,895,963 円

そ　の　他 504,879 円 目標値 実績値 差引

【広瀬庁舎管理】 15,112,003円 0円 0円 0円 15,112,003円

成果指標 目標値 実績値 差引

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【名誉町民顕彰館指定管理委託料】 690,000円 0円 0円 0円 690,000円
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46 款 02

項 01

目 07

A

諸収入

【管理業務】

　・伯太庁舎及び奥野邸の管理、宿日直管理、防災無線の放送及び管理、公用車の安全運転管理、文書

　　郵便物収受発送 (報酬、共済費、賃金、報償金、旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料及び

　　貸借料、原材料費、負担金補助及び交付金）

　・伯太中央交流センター及び４地区交流センターへの訪問（週２回）

　・交流センタ－事業支援

【地域元気いきいき補助金】

　・地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

　　支援(１０件）

栽培活動地域元気アップ事業　田植え 長江山稚児岩整備事業　長江山歴史学習

【窓口業務】

　・市民課業務（住民異動届、住民票交付、戸籍届出受理、戸籍等の交付印鑑証明及び登録等）

　・保険年金課業務（各種医療及び年金の異動届と申請受付及び検診の申請）

　・税務課業務（各種証明書及び地籍図等の交付）

　・福祉課業務（児童手当及び障害者福祉関係、臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の申請受付）

　・高齢者安心課業務（介護保険等の申請受付）

　・市民参画課業務（イエローバス定期・回数券販売）

　・子ども未来課業務（母子手帳交付、保育所に関する申請受付）

　・いきいき健康課業務（検診・インフルエンザ・肺炎球菌免除等申請受付）

　・建築住宅課（各種届出書の受付）

  ・環境政策課（クリ－ンアップ申請受付、収集カレンダ－及びゴミ袋の交付）

　・地域振興課（なかうみマラソン参加申し込みの受付）

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業

国・県支出金 0 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 24,963,000 円
目
的

伯太庁舎・奥野邸の管理及びワンストップ
サービスを目指した窓口業務の実施。地域
を支援し、活力ある集落・地域づくりのた
めの地域振興を行う。

決 算 額 23,469,041 円

財
源
内
訳

地域センター費（伯太） 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 伯太地域センター

15 10 △ 5

人件費コスト  B 6.0人役 46,278,000 円 総事業費　　A+B 69,747,041 円

補助事業申請件数

そ　の　他 53,235 円 目標値 実績値 差引

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

地　方　債 過疎 1,600,000 円

成果
指標

一 般 財 源 21,815,806 円

21,669,041円 0円 0円 53,235円 21,615,806円

1,800,000円 0円 1,600,000円 0円 200,000円

－258－



50

10 会計 01

48 款 02

項 01

目 10

A

【事業内容】

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に関すること　　　なし

職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに関すること　　　　　　なし

上記の外、職員の苦情の処理に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　なし

職員団体の登録に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

　　・公平委員会を隔月に開催した。また、地方公務員法第８条第２項並びに安来市公平委員会設置

　　　条例に定める業務の遂行のため、積極的に研修会に参加し、研鑽、情報収集を行った。

決算事項別明細書 P91

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 公平委員会

事業進捗度 － 公平委員会費

予 算 額 937,000 円
目
的

地方自治法第202条の２第２項、地方公務
員法第８条第２項並びに安来市公平委員会
設置条例に定める業務を遂行する。決 算 額 768,240 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 公平委員会費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

人件費コスト  B 0.1人役 771,300 円 総事業費　　A+B 1,539,540 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 768,240 円

－259－



50

10 会計 01

57 款 02

項 01

目 12

A

【事業内容】

・納付済みの市税について、調定年度を経過して更正等が行われ過誤納が発生した場合に還付を行った。

●過誤納還付金

還付件数303件 還付金額12,224,758円

【内　訳】

・法人市民税 38件 779,400円

・固定資産税 60件 6,797,000円

・市県民税 138件 3,212,000円

・軽自動車税 7件 13,500円

・株式譲渡分 59件 1,422,558円

・入湯税 1件 300円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 納税課諸費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 納税課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 12,224,758 円

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 12,300,000 円
目
的

市税について過誤納が発生時に敏速に還付
することにより、納税者に対して公平な納
税に努める。決 算 額 12,224,758 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 1.0人役 7,713,000 円 総事業費　　A+B 19,937,758 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引
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58 款 02

項 01

目 12

A

基金外

保存事業2件に補助金を交付し、市民（団体）活動の支援をした。

■地域文化･歴史記録保存事業、社会貢献活動事業（補助対象経費の1/3分以内で限度額1,000千円）

【コミュニティ施設整備支援事業】

■新築、改築（総事業費の1/3以内で限度額3,000千円）　 1件 2,458 千円

■改修、修繕（総事業費の1/3以内で限度額1,000千円） 7件 2,444 千円

合計 8件 4,902 千円

安来市民憲章策定委員会を4回開催し、安来市民憲章を策定した。

【自治会代表者協議会事業】

島根原子力発電所視察研修並びに自主防災に関する研修会を開催し、災害発生時における被害軽減の

ための自主防災に対する意識の高揚と自主防災組織の重要性を確認した。

【広報紙等配布事業】

自治会長に広報紙等の配布を依頼し、手数料を支払った。

【ボランティア活動支援事業】

ボランティアフェスタやボランティアネットワーク交流会を開催し、ボランティア団体ネットワークに

加盟しているNPO法人や市民活動団体の活動の支援と社会貢献活動の活性化を図った。

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民参画課

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 26,554,000 円
目
的

市民の主体的・創造的な活動の支援による活力
ある地域づくりの推進。
自治会相互の融和と市民福祉の向上。
行政と市民の情報の迅速なる伝達。
社会貢献活動の推進。

決 算 額 26,404,724 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 市民参画課諸費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

人件費コスト  B 1.3人役 10,026,900 円 総事業費　　A+B 36,431,624 円

そ　の　他 5,694,536 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 5,500,000 円

成果
指標

一 般 財 源 15,210,188 円

平成26年度は、人づくり事業2件、地域コミュニティ活動事業1件、環境美化事業1件、地域文化・歴史記録

■人づくり、まちづくり、文化振興他3事業（補助対象経費の2/3分以内で限度額1,000千円）

4,902,000円 0円 0円 4,902,000円 0円

【地域トライアングル事業】 3,321,700円 0円 3,200,000円 0円 121,700円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

34,668円

14,208,468円 0円 0円 774,000円 13,434,468円

やすぎワールドカフェ「テーマ：やすぎの未来」 策定委員会の様子

2,334,668円 0円 2,300,000円 0円

【安来市民憲章策定事業】 202,500円 0円 0円 0円 202,500円

1,163,467円 0円 0円 5,736円 1,157,731円

ボランティアフェスタ（道の駅あらエッサ） ボランティアネットワーク交流会
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A

諸収入

●学生寮施設等の維持管理・入居申込手続及び使用料の徴収業務を委託により行った。

　・広瀬町（島根総合福祉専門学校）学生寮指定管理料　

●奨学金の申込手続および返還徴収業務を委託により行った。

　・奨学金業務委託料 　　366,000円

　・奨学金貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,200,000円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 福祉専門学校関連事業費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 広瀬地域センター

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 17,810,000 円
目
的

学生寮施設等の維持管理及び入寮・奨学金
の申込手続き並びに徴収を行う。

決 算 額 5,810,000 円

財
源
内
訳

そ　の　他 3,566,000 円 目標値 実績値 差引

地方債 その他 一般財源

【奨学金の申込手続および返還徴収業務】 3,566,000円 0円 0円 3,566,000円 0円

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 2,244,000 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,713,000 円 総事業費　　A+B 13,523,000 円

【福祉専門学校学生寮指定管理委託料】 2,244,000円 0円 0円 0円 2,244,000円

【事業名称】 事業費 国・県支出金

－262－



50

10 会計 01
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項 02

目 01

A

手数料外

【事業内容】

○事業費の内訳 単位：円

　共済費

　賃金

　報償費

　旅費

　需用費

　役務費

　委託料

台帳管理システム保守委託料

電算業務委託料

地籍図修正委託料

時点修正鑑定委託料

路線価等付設業務委託料

安来市地域イントラネット拠点追加委託料

　使用料及び賃借料

申告会場借上料　他

家屋評価システムリース料

　備品購入費

　負担金補助及び交付金

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 税務総務費 総務費

事業開始年度 平成26年度 徴税費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 税務課

0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 20,518,853 円

事業進捗度 － 税務総務費

予 算 額 24,393,000 円
目
的

市税の公平かつ適正な課税による税収の確
保を目的とする。

決 算 額 23,446,528 円

財
源
内
訳

計 23,446,528

147,771

1,218,100

218,750

2,097,689

5,066,428

80,000

11,402,228

64,800

4,401,524

1,080,000

1,091,376

4,320,000

444,528

1,850,550

871,890

978,660

657,288

707,724

　市税６税目（個人及び法人市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税・入湯税）に関して課税
資料収集及び調査を行い、公平かつ適正な課税を決定することにより自主財源である税収の確保に努
めることができた。
　特に固定資産税においては、平成27年度の評価替えに伴う不動産鑑定を実施し、より適正な不動産
価格の把握を行なった。

人件費コスト  B 16.1人役 124,179,300 円 総事業費　　A+B 147,625,828 円

そ　の　他 2,927,675 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金

決算事項別明細書 P97
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目 02

A

【事業内容】

●支出実績

支出合計 9,253,976円

【内訳】

・報酬 嘱託収納員報酬

・共済費 社会保険料

・旅費 普通旅費

・需用費 消耗品費

印刷製本費

・役務費 通信運搬費

手数料

滞納処分手数料

・負担金補助及び交付金 各種研修会負担金

●収入実績

・市　税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

・国民健康保険税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

担当部署 納税課

事業進捗度 － 賦課徴収費

予 算 額 10,133,000 円
目
的

滞納税の早期納付を図るために徴収対策を
実施する。

決 算 額 9,253,976 円

財
源
内
訳

決算事項別明細書 P99

大事業 参加と交流のまちづくり

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 賦課徴収費 総務費

事業開始年度 平成26年度 徴税費

国・県支出金 0 円

人件費コスト  B 8.5人役 65,560,500 円 総事業費　　A+B 74,814,476 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 9,253,976 円

317,720円

258,853円

2,337,584円

3,229,000円

1,446,773円

0円

1,405,000円

223,296円

809,587,052円 30,616,078円

0円 19,495,557円

42,702,048円 106,335,329円

57,957,047円 135,468,278円

98.83% 21.61%

852,289,100円 156,446,964円

35,750円

4,979,307,521円 201,541,890円

4,921,199,674円 43,554,538円

150,800円 22,519,074円

94.99% 19.57%
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目 01

A

手数料

・戸籍除籍発行件数　14,110件　　・その他証明件数　600件

・住基証明書発行件数　16,744件　　・住基カード発行件数　49件　　・住民基本台帳閲覧件数　489件　

・印鑑登録件数　1,271件　　・印鑑登録証明発行件数　10,845件

・臨時運行許可件数 366件

●本市の状況

●事業費内訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 戸籍住民基本台帳費 総務費

事業開始年度 平成26年度 戸籍住民基本台帳費

決算事項別明細書 P99

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民課

そ　の　他 14,990,499 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 208,179 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 0 円

事業進捗度 － 戸籍住民基本台帳費

予 算 額 15,240,000 円
目
的

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録証明事
務を主体とし、住民及び本籍人に関し、正確に
記録・管理をするとともに適正な公開（証明発
行）を行う。また、権限により旅券の申請交付
を行う。

決 算 額 15,198,678 円

財
源
内
訳

　市民課は、窓口取扱い件数が月平均約３，０００件を上回り、窓口対応の質が問われる部署であることから、常
に「来庁者の満足度」を意識しながら、窓口対応・業務を行った。戸籍・住民票・印鑑の登録や証明など正確な登
録・証明発行が必須であり、慎重な作業と確認を徹底した。
　また、分庁方式による市民の利便を図るために、他課の取次業務も取扱っており、業務内容はかなり種類が多く
複雑であるが、対応できる職員を一人でも増やすよう努力した。

人件費コスト  B 6.8人役 52,448,400 円 総事業費　　A+B 67,647,078 円

【戸籍業務】 7,280,279円 43,179円 0円 7,237,100円 0円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【印鑑登録及び印鑑登録証明書の交付業務】 3,343,079円 0円 0円 3,343,079円 0円

【住民基本台帳業務】 4,047,700円 0円 0円 4,047,700円 0円

・旅券（パスポート）交付件数　410件

【一般旅券（パスポート）申請業務】 88,120円 0円 0円 88,120円 0円

【中長期在留者居住地届出等業務】 165,000円 165,000円 0円 0円 0円

【自動車臨時運行許可業務】 274,500円 0円 0円 274,500円 0円

報酬費 5,004,000

共済費 766,724

旅費 285,550

世帯数（3月31日現在、外国人含む）（世帯） 14,125 14,103 22

節 平成26年度決算額（円）

区分 26年度 25年度 比較

人口（3月31日現在、外国人含む）（人） 40,632 41,026 △394

負担金 12,000

計 15,198,678

需用費 1,853,436

委託料 2,016,828

使用料及び賃借料 5,260,140
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A

県

【事業内容】

平成26年12月14日執行の衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査執行費

●選挙事由 　平成26年11月21日解散

●選挙期日 　平成26年12月14日

●選挙期日の公示日 　平成26年12月2日

投票所数 ３３投票所

ポスター掲示場数 ２００箇所

期日前投票所数 ３箇所（安来中央交流センター・広瀬庁舎・伯太庁舎）

期日前投票期間 12月3日～12月13日（広瀬庁舎、伯太庁舎は12月7日～12月13日の7日間開設）

当日有権者数 （在外を含む）

投票率 〔選挙区〕

〔比例代表〕

〔国民審査〕 〔当日有権者数33,854(在外は除く)〕

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 衆議院議員選挙執行費

決算事項別明細書 P103

予 算 額 21,537,000 円
目
的

衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国
民審査の迅速で公平、中立な管理執行を図
る。決 算 額 18,986,853 円

財
源
内
訳

国・県支出金 18,986,853 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

事業進捗度 － 衆議院議員選挙執行費

0 円

人件費コスト  B 2.2人役 16,968,600 円 総事業費　　A+B 35,955,453 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

33,872人

61.16％

61.15％

60.12％
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項 04

目 01

A

県

【事業内容】

●選挙管理委員会定例会（毎月1回）11回及び臨時会(随時)を4回開会

　選挙人名簿の登録、抹消、選挙の管理執行にかかる事項の決定

●定時登録（年4回）6月、9月、12月、3月（委員会にて決議後、県に報告）

　定時登録の縦覧期間5日間（各定時登録月の3日から7日）

●島根県市選挙管理員会連合会定期総会（4月）（浜田市　5人出席）

●全国市区選挙管理員会連合会中国支部定期総会（5月）（米子市　5人出席）

●全国市区選挙管理委員会連合会定期総会・事務研修会（5月）（東京都　3人出席）

　　＊　各総会及び研修会にて、公職選挙法等の実務上の問題点を共有し、改正、要望事項等を

　　　　取りまとめ、改善を求めている。また、国からの回答の報告がある。

●島根県明るい選挙推進協議会研修会（7月）　(松江市　5人出席)

●島根県選挙管理員会連合会幹事会選挙事務研修会（11月）　(松江市　1人出席)

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 選挙管理委員会費

決算事項別明細書 P101

予 算 額 1,512,000 円
目
的

各種の選挙に関し、公平中立な管理執行を
任務とし、選挙管理委員会の適正な運営を
図る。市民の選挙に対する関心を高める。決 算 額 1,498,547 円

財
源
内
訳

国・県支出金 828 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

事業進捗度 － 選挙管理委員会費

1,497,719 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,542,600 円 総事業費　　A+B 3,041,147 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源
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A

諸収入

【事業内容】

平成26年7月31日任期満了に伴う、農業委員会委員選挙執行費

委員候補者の数が選挙すべき委員の数（30人）を超えなかったため、無投票となった。

●選挙事由　　　　　　　　任期満了（平成26年7月31日）

●選挙期日 平成26年7月6日

●選挙期日の告示日 平成26年6月29日

●選挙会 平成26年7月7日

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 農業委員会委員選挙執行費 総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

決算事項別明細書 P101

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 791,846 円

事業進捗度 － 農業委員会委員選挙執

予 算 額 796,000 円
目
的

安来市農業委員会選挙の迅速で公平中立な
管理執行を図る。

決 算 額 792,603 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 0.1人役 771,300 円 総事業費　　A+B 1,563,903 円

そ　の　他 757 円 目標値 実績値 差引
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項 04

目 03

A

委託金

【事業内容】

平成26年5月22日任期満了に伴う、土地改良区総代選挙執行費

総代候補者の数が選挙すべき総代の数（150人）を超えなかったため、無投票となった。

●選挙事由 任期満了（平成26年5月22日）

●選挙期日 平成26年5月20日

●選挙期日の告示日 平成26年5月13日

●選挙会 平成26年5月21日

決算事項別明細書 P101

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

事業進捗度 － 土地改良区総代選挙執

予 算 額 89,000 円
目
的

土地改良区総代選挙の公平中立な管理執行
を図る。

決 算 額 88,411 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 土地改良区総代選挙執行費 総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

人件費コスト  B 0.1人役 771,300 円 総事業費　　A+B 859,711 円

そ　の　他 88,411 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 0 円
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84 款 02

項 04

目 79

A

県

【事業内容】

平成26年7月31日執行島根海区漁業調整委員会委員補欠選挙執行費

委員候補者の数が選挙すべき委員の数（1人）を超えなかったため、無投票となった。

●選挙事由 死亡による委員の欠員（1人）

●選挙期日 平成26年7月31日

●選挙期日の告示日 平成26年7月22日

●選挙の区域 （関係市町村）　

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市

平成27年2月26日執行島根海区漁業調整委員会委員補欠選挙執行費

委員候補者の数が選挙すべき委員の数（1人）を超えなかったため、無投票となった。

●選挙事由 死亡による委員の欠員（1人）

●選挙期日 平成27年2月26日

●選挙期日の告示日 平成27年2月17日

●選挙の区域 （関係市町村）　

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 島根海区漁業調整委員会委員選挙執行費 総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

決算事項別明細書 P105

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

国・県支出金 69,636 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 0 円

事業進捗度 － 島根海区漁業調整委員

予 算 額 70,000 円
目
的

島根海区漁業調整委員会委員補欠選挙の迅
速で公平中立な管理執行を図る。

決 算 額 69,636 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 0.1人役 771,300 円 総事業費　　A+B 840,936 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引
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87 款 02

項 04

目 04

A

県

【事業内容】

　平成27年4月12日執行の島根県知事、島根県議会議員一般選挙に向けた業務を行った。

　●選挙事由 任期満了(平成27年4月29日）

　●選挙期日 平成27年4月12日

　●選挙期日の告示日 平成27年3月26日（知事）

平成27年4月3日（県議）

　

　●期日前投票及び不在者投票期間　　　平成27年3月27日（知事）開始

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年4月4日（県議）開始

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年4月11日（知事・県議）終了

　●期日前投票所　　　　　　　　　　　安来地区1箇所（3/27～4/11）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広瀬地区1箇所（4/5～4/11）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伯太地区1箇所（4/5～4/11）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　3箇所　

　●期日前投票管理者・期日前投票立会人・期日前投票事務員の確保

　●投票所の確保（市内３３投票所）

　●投票管理者・投票立会人・投票事務員の確保

　●開票所の確保（安来市民体育館）

　●開票管理者・開票立会人・開票事務員の確保

　　・選挙管理委員会の開催（資料作成）

　　・会計伝票処理

　　・各種説明会開催（資料作成）　

　●ポスター掲示場(２００箇所）設置に係る事務

　●選挙広報による啓発

決算事項別明細書 P103

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

事業進捗度 － 知事・県議会議員選挙

予 算 額 11,066,000 円
目
的

　任期満了に伴う島根県知事、島根県議会議員
一般選挙は、県民の代表者を選ぶ大切な選挙で
あるともに、今後4年間の県の行方を決める選
挙である。県民が県政を託すことができる人を
選ぶための選挙を管理執行する。

決 算 額 7,231,406 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 知事・県議会議員選挙費 総務費

事業開始年度 平成26年度 選挙費

人件費コスト  B 0.9人役 6,941,700 円 総事業費　　A+B 14,173,106 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 7,231,406 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 0 円
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項 05

目 01

A

県定額

諸収入

【島根県統計調査員協議会事業】

統計調査員の恒常的な確保と調査員の資質向上のため、安来市統計調査員協議会を組織し、

研修会等を行った。

・常任統計調査員　22人（任期　平成25年4月1日～平成27年3月31日）

・研修会開催　（4月、視察研修等）

・各種会議の出席（島根県統計大会等）

【統計調査員確保対策事業】

統計調査員の確保とその実務知識の向上を図った。

・統計だより発行

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 統計調査総務費 総務費

事業開始年度 平成26年度 統計調査費

決算事項別明細書 P105

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 33,750 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 159,000 円

事業進捗度 － 統計調査総務費

予 算 額 250,000 円
目
的

各種統計調査の調査員の確保、統計調査員
資質の向上、統計調査員組織の充実。

決 算 額 196,550 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 0.3人役 2,468,160 円 総事業費　　A+B 2,664,710 円

そ　の　他 3,800 円 目標値 実績値 差引

162,800円 0円 0円 3,800円 159,000円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

33,750円 33,750円 0円 0円 0円
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項 05

目 02

A

県定額

農林業の実態を明らかにするため調査を行った。

事業所・企業の基本的構造を明らかにするため調査を行った。

世帯を対象として、家計資産を明らかにするために調査を行った。

製造業の実態を明らかにするために調査を行った。

平成27年国勢調査に先立ち、調査区域の設定を行った。

事業所の活動状態を把握する本調査のための調査区の管理を行った。

平成25年度で実施済み調査のデータ処理を行った。

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 基幹統計調査費

決算事項別明細書 P105

予 算 額 10,461,000 円
目
的

各種統計調査などの円滑な実施。

決 算 額 9,901,890 円

財
源
内
訳

国・県支出金 9,901,890 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 統計調査費

事業進捗度 － 基幹統計調査費

0 円

人件費コスト  B 1.4人役 10,566,810 円 総事業費　　A+B 20,468,700 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

【平成26年経済センサス－基礎調査及び商業統計調査】 1,592,000円 1,592,000円 0円 0円 0円

【2015年農林業センサス】 6,203,000円 6,203,000円 0円 0円 0円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【平成27年国勢調査準備経費（調査区設定）】 238,100円 238,100円 0円 0円 0円

【平成26年工業統計調査】 225,350円 225,350円 0円 0円 0円

【平成26年全国消費実態調査】 1,632,600円 1,632,600円 0円 0円 0円

【2013年漁業センサス】 3,240円 3,240円 0円 0円 0円

【平成26年度経済センサス調査区管理】 7,600円 7,600円 0円 0円 0円
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項 06

目 01

A

【事業内容】

　地方自治法第199条各項、安来市監査委員条例に定める職務を遂行した。

　・例月出納検査

一般会計及び特別会計、水道事業、病院事業を対象に毎月実施した。

後期高齢者医療広域連合の出納検査を実施した。　

　・定期監査

会計課、管財課、市民課、保険年金課、水道管理課、水道工務課、消防本部、建築住宅課

農業委員会事務局、人権施策推進課を対象に実施した。

　・決算審査

　・決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査

決算事項別明細書 P107

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 監査委員会

事業進捗度 － 監査委員費

予 算 額 2,035,000 円
目
的

公正で合理的かつ能率的な市の行政運営確
保のため、監査等を実施し、行政の適法
性、効率性、妥当性の保証を期することを
目的とする。

決 算 額 2,009,886 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 監査委員費 総務費

事業開始年度 平成26年度 監査委員費

人件費コスト  B 0.3人役 2,313,900 円 総事業費　　A+B 4,323,786 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 2,009,886 円

決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行又は事業の経営が適正
かつ合理的に行われているかどうかを主眼として実施した。

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質交際費比率、将来負担比率等の健全化判断比率を審
査した。また、水道事業会計、病院事業会計、簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計
の資金不足比率を審査した。
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項 01

目 01

A

国

手数料ほか

【事業内容】

●農業委員　37人（報酬　13,377,380 円）　

・受給権者数（平成27年3月31日現在）

　

・被保険者数（平成27年3月31日現在）

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 農業委員会費 農林水産業費

事業開始年度 平成26年度 農業費

決算事項別明細書 P127

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 農業委員会

そ　の　他 738,076 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 8,558,000 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 15,304,909 円

事業進捗度 － 農業委員会費

予 算 額 24,742,000 円
目
的

地域農業の構造改革の推進。担い手対策。
実態に応じた農業及び農村の振興対策を行
う。農業者年金制度を通じて農業者の老後
の安定及び福祉の向上に寄与する。

決 算 額 24,600,985 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 3.0人役 23,139,000 円 総事業費　　A+B 47,739,985 円

３条所有権移転 45 1,040

３条賃借権設定 0 0

●農業委員会の業務の中心である農業生産（食）の基盤である優良農地を守り有効利用するために12回の総
会を開催し以下の案件を法律に定められた規定により審議、決定した。

申請件名 件数 面積（ａ）

５条市街化区域内転用 9 40

５条市街化調整区域内転用 25 311

４条市街化区域内転用 9 51

４条市街化調整区域内転用 9 70

３条賃借権移転 0 0

３条使用貸借権設定 1 11

●地域農業と農業経営の基礎となる優良農地を守り、農地の権利移動についての許認可や農地転用の業務を
中心とした農地行政が行なわれた。
　また、農地パトロールを実施し転用、畑転換等の箇所を調査し、その実態の把握に努めるなど充実した活
動がなされた。

●農業者年金業務委託を独立行政法人農業者年金基金と締結し加入対象者への制度の周知・普及、受給者の
現況届・各種届事務等を実施し農業者年金制度を通じ農業者の老後の生活安定に寄与した。

地域 受給権者数（人）

安来 290

農業経営基盤強化利用集積等 1,098 13,213

農地の売買に係るあっせん等 0 0

非農地証明 2 14

１８条解約 74 2,023

被保険者数（人）

安来市 10

広瀬 95

伯太 99

合計 484
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目 05

A

雑入外

【事業内容】

車両の管理及び運行に関する業務を行う。

・嘱託職員雇用による車両運転と事務補助　　　                          　       5,684,215円　　

・車両の維持管理（車検整備、修繕、燃料費他）　　　                   　       28,047,434円

・車両の借上げ（リース）　　　　　　　　　　　                                 2,814,894円

・車両の運行、交通安全に関する業務（旅費、有料道路、車借上げ、安管協会費他）　 1,798,064円

・車両の新規購入(軽トラック車1台、軽乗用車2台、軽貨物自動車1台）　　　       　3,483,839円

・マイクロバス運転業務委託料　　　　　　　　　                                   724,232円

・公用電気自動車共同利用事業　　　　　　　　　　                                 410,088円

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 車輌管理費

決算事項別明細書 P85

予 算 額 48,519,000 円
目
的

安来庁舎、広瀬庁舎、伯太庁舎の公用車を
管理し事務の効率化、経費の削減を図る。

決 算 額 42,962,766 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 財産管理費

42,928,902 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,713,000 円 総事業費　　A+B 50,675,766 円

0 円

成果
指標

そ　の　他 33,864 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源
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A

諸収入

【事業内容】

■主な事業費

・外国語指導助手報酬 円

・社会保険料等 円

・費用弁償 円

・自治体国際化協会負担金 円

中事業 多彩な交流の促進
予
算
科
目

一般会計

小事業 外国語指導事業費 教育費

事業開始年度 平成26年度 教育総務費

決算事項別明細書 P161

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 教育総務課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 13,582,854 円

事業進捗度 － 教育支援事業費

予 算 額 14,560,000 円
目
的

小中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配
置することにより、児童生徒の国際理解の
促進や英語によるコミュニケーション能力
の向上を図る。

決 算 額 13,638,652 円

財
源
内
訳

- - -

人件費コスト  B 0.2人役 1,542,600 円 総事業費　　A+B 15,181,252 円

そ　の　他 55,798 円 目標値 実績値 差引

11,159,967

1,664,780

320,291

216,000

市内各校へ外国語指導助手（ＡＬＴ）３人を配置し、児童・生徒がＡＬＴと接することにより、外国語（英
語）を身近に感じることで、語学を通して他国の文化への興味・関心を養うとともに、コミュニケーション
能力の向上を図った。
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国1/2
県10/10

新卒者向け求職・求人ポータルサイト「就職ナビ」を活用し、若者地元就職の促進を図った。

決算事項別明細書 P87

総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 定住企画課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 企画費

過疎 2,300,000 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

一 般 財 源

予 算 額 55,514,000 円
目
的

市民の市政への理解を求め、参画を促すと
同時に、定住促進を図る。

決 算 額 47,187,228 円

財
源
内
訳

国・県支出金 1,706,000 円

地　方　債

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

43,181,228 円

人件費コスト  B 5.4人役 41,650,200 円 総事業費　　A+B 88,837,428 円

　地域魅力情報誌として「安来市定住ガイドブック　安来すまいる」を1,000部作成し、関係機関に配布するとと
もに、定住フェア会場において活用し、定住促進を図った。

　○情報発信事業 3,591,511円 500,000円 0円 0円 3,091,511円

【定住促進事業】

　空き家の有効活用による定住促進と地域経済の活性化を図るため、空き家バンク登録物件の家屋改修に対し助
成を行った（4件 1,066,000円）。
　新婚者又はＵＩターン者を対象に定住促進支援として、家賃助成を行った（3件 310,000円）。

「島根ふるさとフェアの様子」 「安来市定住ガイドブック　安来すまいる」

　○住居支援事業 1,376,000円 860,000円 0円 0円 516,000円

　5月より、結婚相談「はぴこの部屋」を月1回開催し、32件の相談を受けた。婚活イベントを紹介したり、

相談者とのお見合いに繋がった。

　　中海・宍道湖・大山圏域の12自治体共催による婚活イベント

　「UN-PAKU meeting」を11月に2回開催した。2会場で210人の参

加者があり、22組のカップルが誕生した。

「UN-PAKU meeting」チラシ

  ○結婚活動支援事業 555,985円 346,000円 0円 0円 209,985円

　○就労支援事業 1,312,965円 0円 0円 0円 1,312,965円
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　結婚活動を行う男女を支援する婚活サポーターの発

掘を目的とした「婚活サポーター養成セミナー」を開

催した。3回の講座で23人が受講し、13人が修了した。

　新たな特産品を積極的に取り入れ、寄附額が前年度の倍以上となった。

《新たに取り入れた特産品》 《寄附額と寄附件数の推移》

１６の自治会・団体に対し、補助を行った。

地域の伝統行事、花いっぱい運動など地域振興に繋がる事業が行われた。

 顧問弁理士契約に基づく利活用や保護についての指導及び助言により、市の知的財産権の確保に努めた。

21年度 1,200,000 90

22年度 4,820,000 220

年度 金額（円） 件数

20年度 2,272,000 101

セミナーの様子

【ふるさと寄附推進事業】 22,475,568円 0円 0円 0円 22,475,568円

【安来市地域元気いきいき補助金】 2,336,000円 0円 2,300,000円 0円 36,000円

25年度 20,600,501 1,850

26年度 44,219,000 4,198

23年度 5,525,000 307

24年度 9,200,000 774

　主に、中海・宍道湖・大山圏域市長会へ負担金を支出し、

圏域振興ビジョンに基づく共同事業を実施した。H26年度

の特筆すべき成果としては経済界との交流を進めインド

視察を行うとともに、境港貨客船ターミナルの要望活動

により新規採択が決定し、圏域の国際化に向け進展した。

【広域連携推進事業】 9,000,000円 0円 0円 0円 9,000,000円

事業名：花いっぱい運動 事業名：まきばのおまつり

【顧問弁理士業務委託料】 518,400円 0円 0円 0円 518,400円

インド視察の様子

バーニャカウダ

セット

グリーンボックス

みそ玉やすぎ鍋
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　国県等からの有効な補助事業・施策の情報提供、重要施策の連絡調整を行った。

235,764円

　新安来市発足１０周年を記念して、8月11日夏期巡回ラジオ体操を十神小学校体育館にて開催した。

当日の様子

【総合計画策定事業】 4,824,394円 0円 0円 0円 4,824,394円

【新安来市発足１０周年記念事業】 235,764円 0円 0円 0円

　H28年度から始まる次期総合計画を２ヵ年で策定する。H26年度はアンケート調査などの住民意向調査を実施

するとともに、基本構想骨子案を作成した。

【市の総合調整業務】 960,641円 0円 0円 0円 960,641円
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●国際姉妹都市密陽市との交流

●安来市姉妹都市国際交流推進協議会への助成

●国際理解・交流活動の支援

●台湾新北市新店区との交流

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 国際交流推進費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民参画課

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 1,906,307 円

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 3,171,000 円
目
的

国際姉妹都市交流の推進を図る。多様な文
化や価値観に触れる機会を提供し、交流を
通して相互理解を深め、国際化に対応でき
る人材を育成する。

決 算 額 1,906,307 円

財
源
内
訳

【事業内容】

人件費コスト  B 1.1人役 8,484,300 円 総事業費　　A+B 10,390,607 円

・安来市青少年海外研修事業は、新たな取り組みとして、過去５年間にこの事業に参加した学生と市
内小中学生とが集い合う異文化理解交流会(Koko Club：ｺｺｸﾗﾌﾞ)を開催した。
　(8/1 高校生女子4人、小学生男子2人、女子3人：計9人)
・新安来市発足１０周年記念事業、なかうみマラソン全国大会への密陽市招待。
・密陽アリランマラソン大会派遣事業を実施し、密陽市へ安来市陸上競技協会から選手を派遣し、ス
ポーツを通して相互理解と交流の推進を図った。(2/14～17 安来市陸上競技協会男性1人)

・11/18～21に社日小学校と守山初等学校の姉妹校交流が実施され、交流活動支援依頼があり、翻訳
等を行い民間交流の促進に寄与した。

・10/22～24に台湾新北市新店区を訪問し、交流再開へ向けた取り組みを進めた。（副市長他4人訪
問）

10/03～10/05　新安来市発足１０周年記念事業（密陽市/市長他2人招待）
11/01～11/03　なかうみマラソン全国大会（密陽市/安全行政局長他8人招待）
02/14～02/17　密陽アリランマラソン大会（安来市/副市長他5人訪問）

【Koko Clubの様子】 【新安来市発足10周年記念事業】

朴一浩(ﾊﾟｸ・ｲﾙﾎ)密陽市長挨拶
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国

基金

　新安来庁舎の建築設計、調査委託、土地購入費など

・ 土地購入費・物件移転補償費 円

・ 新安来庁舎建設事業地質調査業務 円

・ 円

・ 円

・ 市民広場立木移設工事 円

・ 事務費 円

　安来市民会館の解体工事及び工事監理委託、解体工事設計委託。

・ PBX移設・NW機器移設業務 円

・ 安来市民会館解体工事設計業務委託 円

・ 円

・ 円

※翌年度繰越額

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 庁舎建設室

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 383,037,000 円
目
的

新庁舎を建設することによって、より良い
住民サービスの提供を図る。市民会館跡地
を災害時の避難場所として平時は市民交流
スペースとして整備を行う。

決 算 額 159,982,195 円

財
源
内
訳

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 庁舎建設事業費 総務費

事業開始年度 平成18年度 総務管理費

人件費コスト  B 4.0人役 30,852,000 円 総事業費　　A+B 190,834,195 円

そ　の　他 20,000,000 円 目標値 実績値 差引

国・県支出金 12,374,000 円

地　方　債 合併 109,900,000 円

成果
指標

一 般 財 源 17,708,195 円

【安来庁舎建設事業】 80,814,243円 0円 60,500,000円 20,000,000円 314,243円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

2,505,883

11,494,440

新安来庁舎建設用地補償物件及び工事損失調査業務 5,760,720

にぎわい交流館解体工事設計、敷地調査業務 3,715,200

1,274,400

34,093,600

・
新安来庁舎建設実施設計業務
（平成27年度繰越明許有り）

21,970,000 円

【防災公園整備事業】 79,167,952円 12,374,000円 49,400,000円 17,393,952円

外灯改修工事、事務所改修工事 691,200

事務費 561,816

・
安来市民会館解体工事・工事監理委託
（平成27年度債務負担行為有り)

71,634,240 円

4,336,696

1,944,000

200,256,000円
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　新安来庁舎の基本設計を行った。

新安来庁舎建設基本設計業務 円25,216,920

【安来庁舎建設事業】 25,216,920円 0円 0円 0円 25,216,920円

一 般 財 源 25,216,920 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 25,216,920 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 庁舎建設室

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 庁舎建設事業費 総務費

事業開始年度 平成18年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 383,037,000 円
目
的

新庁舎を建設することによって、より良い
住民サービスの提供を図る。市民会館跡地
を災害時の避難場所として平時は市民交流
スペースとして整備を行う。

決 算 額 25,216,920 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

そ　の　他 0 円 目標値 実績値 差引
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【事業内容】

   　各庁舎への部署再配置移転に関する業務を行った。

     ・広瀬保健センター、伯太庁舎へ移転による改修工事設計委託料　　　　　1,814,400円 

　 　・広瀬保健センター2階の工事費にかかる施設整備負担金　　　　　　　　22,959,720円

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 各庁舎部署再配置事業費 総務費

事業開始年度 平成26年度 総務管理費

差引

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

成果
指標

一 般 財 源 24,774,120 円

－ 財産管理費

予 算 額 24,815,000 円
目
的

各庁舎へ部署の再配置により機能分担を明
確にすることで、来庁者の利便性を向上さ
せるとともに事務の効率化を図る。決 算 額 24,774,120 円

財
源
内
訳

事業進捗度

人件費コスト  B 0.5人役 3,856,500 円 総事業費　　A+B 28,630,620 円

そ　の　他 0 円 目標値 実績値
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